
○牛ふん堆肥中のクロピラリドが原因と疑われる園芸作物等の生育障害の発生への対応について（平成28年12月27日付け28消安第4228号、28消安

第4230号、28生産第1606号、28生産第1607号、28生産第1602号、28生畜第1121号及び28生畜第1120号消費・安全局農産安全管理課長、畜水産安

全管理課長、生産局園芸作物課長、技術普及課長、農業環境対策課長、畜産部畜産振興課長及び飼料課長）の一部改正新旧対照表

（下線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

牛等の排せつ物に由来する堆肥中のクロピラリドが原因と疑われる園 牛ふん堆肥中のクロピラリドが原因と疑われる園芸作物等の生育障害

芸作物等の生育障害の発生への対応について の発生への対応について

牛の排せつ物に由来する堆肥に含まれるクロピラリドが原因と疑わ 牛ふん堆肥に含まれるクロピラリドが原因と疑われる作物の生育障

れる作物の生育障害の発生に関しては、「牛ふんたい肥の施用による 害の発生に関しては、「牛ふんたい肥の施用によるトマト及びミニト

トマト及びミニトマトの生育障害発生への対応について」（平成17年1 マトの生育障害発生への対応について」（平成17年11月25日付け17生

1月25日付け17生産第4619号消費・安全局農産安全管理課長、畜水産 産第4619号消費・安全局農産安全管理課長、畜水産安全管理課長、生

安全管理課長、生産局農産振興課長、野菜課長、畜産部畜産企画課長 産局農産振興課長、野菜課長、畜産部畜産企画課長連名通知）により

連名通知）により、生産経営流通部長に対して実態調査の実施、農家 、生産経営流通部長に対して実態調査の実施、農家への注意喚起等を

への注意喚起等を、消費・安全部長に対して堆肥製造・販売業者へ注 、消費・安全部長に対して堆肥製造・販売業者へ注意喚起をお願いし

意喚起をお願いしたところです。 たところです。

また、その後、クロピラリドによる生育障害軽減対策を確立する目 また、その後、クロピラリドによる被害軽減対策を確立する目的で

的で行われた研究の成果として、平成21年に、「飼料及び堆肥に残留 行われた研究の成果として、平成21年に、「飼料及び堆肥に残留する

する除草剤の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」（（独）農業・食 除草剤の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」（（独）農業・食品産

品産業技術総合研究機構畜産草地研究所）が公表され、各都道府県に 業技術総合研究機構畜産草地研究所）が公表され、各都道府県におけ

おける指導に活用いただいてきたところです。 る指導に活用いただいてきたところです。

しかしながら、依然としてクロピラリドが原因と疑われる生育障害 しかしながら、依然としてクロピラリドが原因と疑われる生育障害

の発生事例が散見されることから、下記のとおり、生育障害発生の防 の発生事例が散見されることから、下記のとおり、生育障害発生の防

止及び生育障害が発生した場合の対策のための関係者による取組を強 止及び生育障害が発生した場合の対策のための関係者による取組を強

化することとしますので、貴局管内の各都道府県と協力の上、対応方 化することとしますので、貴局管内の各都道府県と協力の上、対応方

お願いします。 お願いします。

クロピラリドについては、家畜や人に対する毒性は低く、また、時 クロピラリドについては、家畜や人に対する毒性は低く、また、時

間が経てば家畜の体内から速やかに尿中に排出される（給与後32時間 間が経てば家畜の体内から速やかに尿中に排出される（給与後32時間

で90％以上）ため、輸入される飼料に含まれるクロピラリドが原因と で90％以上）ため、輸入される飼料に含まれるクロピラリドが原因と

（別紙）



なって、家畜やその畜産物（肉、乳等）を摂取した人に対して健康被 なって、家畜やその畜産物（肉、乳等）を摂取した人に対して健康被

害をもたらすことはないと考えられることを申し添えます。 害をもたらすことはないと考えられることを申し添えます。

なお、本通知の発出に伴い、上記通知は廃止します。 なお、本通知の発出に伴い、上記通知は廃止します。

記 記

１．基本的考え方 １．基本的考え方

クロピラリドは、国内では農薬として登録されていない（農薬取 クロピラリドは、国内では農薬として登録されていない（農薬取

締法（昭和23年法律第82号）第２条第２項（同法15条の２第６項に 締法（昭和23年法律第82号）第２条第２項（同法15条の２第６項に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づく農薬の登録の申請が おいて準用する場合を含む。）の規定に基づく農薬の登録の申請が

ない。）。一方で、米国、豪州、カナダ等、飼料の輸入先において幅 ない。）。一方で、米国、豪州、カナダ等、飼料の輸入先において幅

広く使用されている難分解性の除草剤の成分であり、輸入飼料（輸 広く使用されている難分解性の除草剤の成分であり、輸入飼料（輸

入された粗飼料、穀類及びこれらが加工されたもの（マメ科のもの 入された粗飼料、穀類及びこれらが加工されたもの（マメ科のもの

等クロピラリドに感受性があるものを除く。）であって、家畜に飼 等クロピラリドに感受性があるものを除く。）であって、家畜に飼

料として給与されるものをいう。以下同じ。）を給与された家畜（ 料として給与されるものをいう。以下同じ。）を給与された牛の排

牛、馬、豚及び鶏をいう。以下同じ。）の排せつ物又はこれを原料 せつ物又はこれを原料とした堆肥に含まれている可能性がある。堆

とした堆肥（以下「家畜排せつ物等」という。）に含まれている可 肥中のクロピラリド濃度は、給与している飼料の違いから、牛の用

能性がある。 途（肥育牛、乳用牛等）によって異なる傾向があり、肥育牛由来の

輸入飼料中のクロピラリド濃度は、粗飼料でごく低濃度のものが 堆肥は、乳用牛由来の堆肥に比べて濃度が高い傾向にある。また、

大部分を占める一方、一部に高濃度のものが認められており、濃厚 クロピラリドに対する作物の感受性（生育障害の発生のしやすさ）

飼料のうち穀類についても同様の傾向にあるが、特に、小麦ふすま は、作物の種類によってかなりの差がある。（別紙１）なお、これ

及び大麦ぬかについて濃度が高い傾向にある。 までの各県からの報告においては、クロピラリドが原因と考えられ

堆肥中のクロピラリド濃度は、家畜の種類及び用途（肥育牛、乳 る生育障害は、主に育苗中のポット栽培や施設栽培において生じて

用牛等）によって、給与している飼料の違いから異なる傾向があり いる。また、豚ぷん又は鶏ふんのみに由来する堆肥の施用による生

、小麦ふすま又は大麦ぬかを多給する肥育牛の排せつ物に由来する 育障害の報告はない。

堆肥は、他の畜種の排せつ物に由来する堆肥に比べて濃度が高い傾

向にある。また、クロピラリドに対する作物の感受性（生育障害の

発生のしやすさ）は、作物の種類によってかなりの差がある（別紙

１）。

これまでの各県からの報告においては、クロピラリドが原因と疑



われる生育障害は、主に牛の排せつ物に由来する堆肥（一部、馬の

排せつ物に由来する堆肥）を施用した育苗中のポット栽培や施設栽

培において発生している。一方、豚又は鶏の排せつ物のみに由来す

る堆肥からもクロピラリドは検出されているが、これまでのところ

、これらの施用による生育障害発生の報告はない。

このため、クロピラリドによる園芸作物等（豆類及びマメ科牧草 このため、クロピラリドによる園芸農家・育苗業者等（豆類及び

を含む。以下同じ。）の生育障害の発生を防止するためには、牛若 マメ科牧草の栽培農家並びに育苗を行う農家を含む。以下同じ。）

しくは馬に給与する輸入飼料、牛若しくは馬の排せつ物、牛若しく の被害の発生を防止するためには、輸入飼料、牛の排せつ物、牛由

は馬由来の堆肥又は当該堆肥を含む培土を他者に提供する者（販売 来の堆肥又は当該堆肥を含む培土を他者に提供する者（販売し、無

し、無償で譲渡し、又は稲わら等と交換する者を含む。以下同じ。） 償で譲渡し、又は稲わら等と交換する者を含む。以下同じ。）が、

が、これらにクロピラリドが含まれている可能性がある旨の情報を これらにクロピラリドが含まれている可能性がある旨の情報をその

その提供先と共有し、当該情報を共有した園芸農家・育苗業者等（ 提供先と共有し、当該情報を共有した園芸農家・育苗業者等が自ら

豆類及びマメ科牧草の栽培農家並びに育苗を行う農家を含む。以下 栽培する作物及び作物の栽培方法を踏まえて、作物に対する影響を

同じ。）が自ら栽培する作物及び作物の栽培方法を踏まえて、作物 必要に応じ適切な方法で確認し、より生育障害を軽減する方法を選

に対する影響を必要に応じ適切な方法で確認し、より生育障害を軽 択することが重要である。

減する方法を選択することが重要である。

また、これらの取組を関係者が適切に実施できるようにするとと また、これらの取組を関係者が適切に実施できるようにするとと

もに、生育障害が発生した場合の対策を円滑に進めるためには、取 もに、生育障害が発生した場合の対策を円滑に進めるためには、取

組内容の現場への周知徹底、発生事例の速やかな報告、原因究明に 組内容の現場への周知徹底、発生事例の速やかな報告、原因究明に

向けた調査への関係者の協力及び関係者の間での情報の適切な共有 向けた調査への関係者の協力及び関係者の間での情報の適切な共有

が重要である。 が重要である。

これらのことから、輸入飼料を家畜に給与する畜産農家（家畜を これらのことから、輸入飼料を家畜に給与する畜産農家（牛を飼

飼養し、家畜排せつ物等を提供する畜産農家をいう。以下同じ。）、 養し、牛の排せつ物又はこれを原料とした堆肥（以下「牛の排せつ

輸入飼料を給与した家畜の排せつ物に由来する堆肥（以下「家畜由 物等」という。）を提供する畜産農家に限る。以下同じ。）、輸入飼

来堆肥」という。）の製造業者・販売業者、家畜由来堆肥を含む培 料を給与した牛の排せつ物に由来する堆肥（以下「牛由来堆肥」と

土の製造業者・販売業者、園芸農家・育苗業者等及び都道府県に対 いう。）の製造業者・販売業者、牛由来堆肥を含む培土の製造業者

してそれぞれ２から６までの指導を行うとともに、地方農政局等（ ・販売業者、園芸農家・育苗業者等及び都道府県に対してそれぞれ

北海道にあっては北海道農政事務所、沖縄県にあっては内閣府沖縄 ２から６までの指導を行うとともに、地方農政局等（北海道にあっ

総合事務局。以下同じ。）は、７の取組を行うこととする。 ては北海道農政事務所、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局。以

下同じ。）は、７の取組を行うこととする。



なお、飼料関係業者に対しては、別途、関係団体を通じて、輸入 なお、飼料関係業者に対しては、別途、関係団体を通じて、輸入

飼料中のクロピラリド濃度の低減に努めるとともに、「家畜由来堆 飼料中のクロピラリド濃度の低減に努めるとともに、「牛由来堆肥

肥を、感受性の高い作物に施用する場合は留意する必要があること を、感受性の高い作物に施用する場合は留意する必要があること。」

。」について、輸入飼料及びこれらを原料とする飼料の販売先及び について、輸入飼料及びこれらを原料とする飼料の販売先及び畜産

牛又は馬を飼養する畜産農家等に周知するよう別添写しのとおり、 農家等に周知するよう別添写しのとおり、本通知の発出に併せて指

本通知の発出に併せて指導することとしているので、申し添える。 導することとしているので、申し添える。

２．畜産農家の取組 ２．畜産農家の取組

地方農政局等の担当部長は、畜産農家に対し、以下の取組を適切 地方農政局等の担当部長は、畜産農家に対し、以下の取組を適切

に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底すること。 に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底すること。

（１）これまでの生育障害の発生状況を踏まえ、牛又は馬の排せつ物 （１）牛の排せつ物等の提供先と、「牛には、一般に輸入飼料が給与

等（牛若しくは馬の排せつ物又はこれを原料とした堆肥をいう。以 されているため、牛由来堆肥にはクロピラリドが含まれている可

下同じ。）の提供先と、「牛及び馬には、一般に輸入飼料が給与さ 能性があり、特に肥育牛の排せつ物を多く含む堆肥には、高い濃

れているため、牛又は馬由来堆肥（輸入飼料を給与した牛又は馬 度でクロピラリドが含まれている可能性がある。このため、園芸

の排せつ物に由来する堆肥をいう。以下同じ。）にはクロピラリ 作物等（豆類及びマメ科牧草を含む。以下同じ。）への使用に当

ドが含まれている可能性があり、特に小麦ふすま又は大麦ぬかを たっては作物の種類や施用量に留意し、場合によっては使用を控

多給する肥育牛等の排せつ物を多く含む堆肥には、高い濃度でク える必要がある。」旨の情報を確実に共有すること。特に、トマ

ロピラリドが含まれている可能性がある。このため、園芸作物等 ト、スイートピー等、クロピラリドによる生育障害が発生しやす

への施用に当たっては作物の種類や施用量に留意し、場合によっ い作物で堆肥及び培土の利用を予定する園芸農家・育苗業者等と

ては施用を控える必要がある。」旨の情報を確実に共有すること の間では、確実にこの情報を共有するものとする。

。特に、ポットにおける育苗又は施設栽培に施用する場合であり

、かつ、トマト等のナス科、スイートピー等のマメ科、キク等の

キク科の作物等、クロピラリドによる生育障害が発生しやすい作

物で堆肥又は培土の施用を予定する園芸農家・育苗業者等との間

では、確実にこの情報を共有するものとする。

（２）それまで取引のない提供先に新たに牛又は馬の排せつ物等を供 （２）それまで取引のない提供先に新たに牛の排せつ物等を供給する

給する場合のほか、新たに輸入飼料を給与し始めた場合や輸入飼 場合のほか、新たに輸入飼料を給与し始めた場合や輸入飼料の購

料の購入先を切り替えた場合等、クロピラリドが含まれている可 入先を切り替えた場合等、クロピラリドが含まれている可能性に

能性に変化が生じていることが想定される場合は、十分に留意す 変化が生じていることが想定される場合は、十分に留意すること

ること。 。



（３）自ら堆肥を生産している畜産農家が、牛又は馬由来堆肥をトマ （３）自ら堆肥を生産している畜産農家が、牛由来堆肥をトマト、ス

ト等のナス科、スイートピー等のマメ科、キク等のキク科の作物 イートピー等、クロピラリドによる生育障害が発生しやすい作物

等、クロピラリドによる生育障害が発生しやすい作物を生産する を生産する園芸農家・育苗業者等に提供する前にクロピラリド感

園芸農家・育苗業者等に提供する前にクロピラリド感受性作物を 受性作物を用いた生物検定を実施した場合は、その結果を堆肥の

用いた生物検定を実施した場合は、その結果を堆肥の提供先に伝 提供先に伝達すること。

達すること。

（４）園芸農家・育苗業者等に提供した家畜排せつ物等によってクロ （４）園芸農家・育苗業者等に提供した牛の排せつ物等によってクロ

ピラリドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場 ピラリドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場

合は、都道府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による 合は、都道府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による

原因究明のための調査に協力すること。 原因究明のための調査に協力すること。

また、当該家畜排せつ物等が原因であると確認され、更に原因 また、当該牛の排せつ物等が原因であると確認され、更に原因

となる飼料が特定された場合は、関係する飼料業者に対してその となる飼料が特定された場合は、関係する飼料業者に対してその

旨を伝達するとともに、輸入飼料中のクロピラリド濃度の低減に 旨を伝達するとともに、輸入飼料中のクロピラリド濃度の低減に

向けた取組の徹底を要請すること。 向けた取組の徹底を要請すること。

３．堆肥製造・販売業者の取組 ３．堆肥製造・販売業者の取組

地方農政局等の担当部長は、堆肥製造・販売業者に対し、以下の 地方農政局等の担当部長は、堆肥製造・販売業者に対し、以下の

取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底す 取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底す

ること。 ること。

（１）これまでの生育障害の発生状況を踏まえ、牛又は馬由来堆肥の （１）牛由来堆肥の提供先と、「牛には、一般に輸入飼料が給与され

提供先と、「牛及び馬には、一般に輸入飼料が給与されているた ているため、牛由来堆肥にはクロピラリドが含まれている可能性

め、牛又は馬由来堆肥にはクロピラリドが含まれている可能性が があり、特に肥育牛の排せつ物を多く含む堆肥には、高い濃度で

あり、特に小麦ふすま又は大麦ぬかを多給する肥育牛等の排せつ クロピラリドが含まれている可能性がある。このため、園芸作物

物を多く含む堆肥には、高い濃度でクロピラリドが含まれている 等への使用に当たっては作物の種類や施用量に留意し、場合によ

可能性がある。このため、園芸作物等への施用に当たっては作物 っては使用を控える必要がある。」旨の情報を確実に共有するこ

の種類や施用量に留意し、場合によっては施用を控える必要があ と。特に、トマト、スイートピー等、クロピラリドによる生育障

る。」旨の情報を確実に共有すること。特に、ポットにおける育 害が発生しやすい作物で、堆肥の利用を予定する園芸農家・育苗

苗又は施設栽培に施用する場合であり、かつ、トマト等のナス科 業者等との間では、確実にこの情報を共有するものとする。

、スイートピー等のマメ科、キク等のキク科の作物等、クロピラ

リドによる生育障害が発生しやすい作物で堆肥の施用を予定する



場合は、情報提供先と確実にこの情報を共有するものとする。

（２）それまで取引のない提供元から新たに牛又は馬の排せつ物等の （２）それまで取引のない提供元から新たに牛の排せつ物等の提供を

提供を受ける場合のほか、提供元からクロピラリドが含まれてい 受ける場合のほか、提供元からクロピラリドが含まれている可能

る可能性に変化が生じていることが想定される旨の情報の伝達が 性に変化が生じていることが想定される旨の情報の伝達があった

あった場合は、十分に留意すること。 場合は、十分に留意すること。

（３）牛又は馬由来堆肥を提供する前にクロピラリド感受性作物を用 （３）牛由来堆肥を提供する前にクロピラリド感受性作物を用いた生

いた生物検定を実施した場合は、その結果を堆肥の提供先に伝達 物検定を実施した場合は、その結果を牛由来堆肥の提供先に伝達

すること。 すること。

（４）園芸農家・育苗業者等に提供した家畜由来堆肥によってクロピ （４）園芸農家・育苗業者等に提供した牛由来堆肥によってクロピラ

ラリドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場合 リドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場合は

は、都道府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による原 、都道府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による原因

因究明のための調査に協力すること。 究明のための調査に協力すること。また、当該牛由来堆肥が原因

また、当該家畜由来堆肥が原因であると確認された場合は、原 であると確認された場合は、原料となった牛の排せつ物等の提供

料となった家畜排せつ物等の提供者である畜産農家に対してその 者である畜産農家に対してその旨を伝達すること。さらに、原料

旨を伝達すること。さらに、原因となる飼料が特定された場合は となる飼料が特定された場合は、輸入飼料中のクロピラリド濃度

、輸入飼料中のクロピラリド濃度の低減に向けた取組を徹底する の低減に向けた取組を徹底するよう伝達し、畜産農家は関係する

よう伝達し、畜産農家は関係する飼料業者に対しその旨を要請す 飼料業者に対しその旨を要請すること。

ること。

４．培土製造・販売業者の取組 ４．培土製造・販売業者の取組

地方農政局等の担当部長は、培土製造・販売業者に対し、以下の 地方農政局等の担当部長は、培土製造・販売業者に対し、以下の

取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底す 取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底す

ること。 ること。

（１）これまでの生育障害の発生状況を踏まえ、培土の製造に牛又は （１）培土の製造に牛由来堆肥を使用している場合は、必要に応じて

馬由来堆肥を使用している場合は、必要に応じて原料の配合を変 原料の配合を変更する等、クロピラリド濃度の低減に努めること

更する等、クロピラリド濃度の低減に努めること。 。

（２）牛又は馬由来堆肥を含む培土を提供する場合は、培土の提供先 （２）培土の提供先と、「牛には、一般に輸入飼料が給与されている

に、「牛又は馬由来堆肥を含む培土であり、クロピラリドが含ま ため、牛由来堆肥にはクロピラリドが含まれている可能性があり

れている可能性があるため、特に、トマト等のナス科、スイート 、特に肥育牛の排せつ物を多く含む堆肥には、高い濃度でクロピ

ピー等のマメ科、キク等のキク科の作物等、クロピラリドによる ラリドが含まれている可能性がある。このため、当該堆肥を含む



生育障害が発生しやすい作物へは施用を控える。」旨の情報を確 培土の園芸作物等への使用に当たっては作物の種類や施用量に留

実に伝達すること。ただし、クロピラリド感受性作物を用いた生 意し、場合によっては使用を控える必要がある。」旨の情報を確

物検定等により、当該堆肥又は当該堆肥を含む培土にクロピラリ 実に共有すること。特に、トマト、スイートピー等、クロピラリ

ドによる生育障害が発生する可能性がないことが確認できている ドによる生育障害が発生しやすい作物で培土の利用を予定する園

場合はその限りではない。 芸農家・育苗業者等との間では、確実にこの情報を共有するもの

とする。

（３）それまで取引のない提供元から新たに牛又は馬由来堆肥の提供 （３）それまで取引のない提供元から新たに牛由来堆肥の提供を受け

を受ける場合のほか、提供元からクロピラリドが含まれている可 る場合のほか、提供元からクロピラリドが含まれている可能性に

能性に変化が生じていることが想定される旨の情報の伝達があっ 変化が生じていることが想定される旨の情報の伝達があった場合

た場合は、十分に留意すること。 は、十分に留意すること。

（４）牛又は馬由来堆肥を含む培土を提供する場合は、クロピラリド （４）牛由来堆肥を含む培土を提供する前にクロピラリド感受性作物

感受性作物を用いた生物検定の実施の有無について、培土の提供 を用いた生物検定を実施した場合は、その結果を培土の提供先に

先に確実に伝達すること。 伝達すること。

（５）園芸農家・育苗業者等に提供した培土によってクロピラリドが （５）園芸農家・育苗業者等に提供した培土によってクロピラリドが

原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場合は、都道 原因と疑われる生育障害が発生したことを把握した場合は、都道

府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による原因究明の 府県に速やかに報告するとともに、都道府県等による原因究明の

ための調査に協力すること。また、当該培土が原因であると確認 ための調査に協力すること。また、当該培土が原因であると確認

され、更に原因となる家畜由来堆肥が特定された場合は、原料と され、さらに原因となる牛由来堆肥が特定された場合は、原料と

なった家畜排せつ物等の提供者である畜産農家に対してその旨を なった牛の排せつ物等の提供者である畜産農家に対してその旨を

伝達すること。 伝達すること。また、原料となる飼料が特定された場合には、畜

また、原因となる飼料が特定された場合は、畜産農家に対して 産農家に対して輸入飼料中のクロピラリドの濃度の低減に向けた

輸入飼料中のクロピラリドの濃度の低減に向けた取組を徹底する 取組を徹底するよう伝達し、畜産農家は関係する飼料業者に対し

よう伝達し、畜産農家は関係する飼料業者に対しその旨を要請す その旨を要請すること。

ること。

５．園芸農家・育苗業者等の取組 ５．園芸農家・育苗業者等の取組

地方農政局等の担当部長は、園芸農家・育苗業者等に対し、以下 地方農政局等の担当部長は、園芸農家・育苗業者等に対し、以下

の取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底 の取組を適切に実施するよう、管内の都道府県を通じて指導を徹底

すること。 すること。

（１）堆肥又は培土の提供を受ける際は、原材料に関する情報を提供 （１）堆肥及び培土の提供を受ける際は、原材料に関する情報を提供



元に確認するとともに、提供元において生物検定を実施している 元に確認するとともに、提供元において生物検定を実施している

場合は、その結果の提供を求めること。 場合は、その結果の提供を求めること。

特に、堆肥又は培土の購入先を切り替えた場合、堆肥又は培土 特に、堆肥及び培土の購入先を切り替えた場合、堆肥及び培土

の購入先から「輸入飼料の購入先を切り替えた。」等の情報の伝 の購入先から「輸入飼料の購入先を切り替えた。」等の情報の伝

達があった場合、堆肥の散布量を増やす場合、栽培する作物の品 達があった場合、堆肥の散布量を増やす場合、栽培する作物の品

目・品種を変える場合等、クロピラリドによる生育障害発生の可 目・品種を変える場合等、クロピラリドによる生育障害発生の可

能性に変化が生じていることが想定される場合は、十分に留意す 能性に変化が生じていることが想定される場合は、十分に留意す

ること。 ること。

（２）提供を受けた堆肥又は培土に牛又は馬由来堆肥が含まれている （２）提供を受けた堆肥及び培土に牛由来堆肥が含まれている、又は

、又はその可能性があり、かつ、生育障害の発生の可能性がない その可能性があり、かつ、生育障害の発生の可能性がないことを

ことを確認できない場合は、クロピラリド感受性作物を用いた生 確認できない場合は、クロピラリド感受性作物を用いた生物検定

物検定を実施するなど、当該堆肥又は培土の施用を予定している を実施するなど、当該堆肥及び培土の利用を予定している園芸作

園芸作物等に生育障害が発生する可能性がないことを確認した上 物等に生育障害が生じるおそれがないことを確認した上で使用す

で施用すること。 ること。

あるいは、生育障害が発生する可能性が低いイネ科作物や露地 あるいは、生育障害が生じるおそれの少ないイネ科作物や露地

栽培のほ場に施用すること。 栽培のほ場に施用すること。

（３）家畜由来堆肥を施用する際は、各都道府県の施肥基準等に即し （３）牛由来堆肥を施用する際は、各都道府県の施肥基準等に即し、

、堆肥の施用量及び施用方法を適正に守ること。 堆肥の施用量及び施用方法を適正に守ること。

（４）特に、トマト等のナス科、スイートピー等のマメ科、キク等の （４）特に、トマト、スイートピー等、クロピラリドによる生育障害

キク科の作物等、クロピラリドによる生育障害が発生しやすい作 が発生しやすい作物を施設やポットで栽培する場合は、次による

物をポットや施設で栽培する場合は、次による方法を選択するな 方法を選択するなど、生育障害を未然に防ぐ取組を実施すること

ど、生育障害を未然に防ぐ取組を実施すること。 。

① ポットによる苗生産では、深刻な生育障害が発生する可能性 （新設）

が高いことから、家畜由来堆肥の施用を控えること。なお、家

畜由来堆肥を施用する場合は、生物検定等により生育障害が発

生する可能性がないことを確認した上で施用すること。

② 施設において栽培する場合は、家畜由来堆肥（特に小麦ふす ① 牛由来堆肥（特に肥育牛由来のもの）以外の他の畜種の堆肥

ま又は大麦ぬかを多給する肥育牛等由来のもの）以外の他の堆 や原材料に変更するなど、牛由来堆肥の投入量を低減すること

肥や原材料に変更するなど、家畜由来堆肥の投入量を低減する 。

とともに、牛又は馬由来堆肥を施用する場合は、生物検定等に



より生育障害が発生する可能性がないことを確認した上で施用

すること。

③ 家畜由来堆肥を施用する場合は、耕起により土壌とよく混和 ② 牛由来堆肥を施用する場合は、耕起により土壌とよく混和す

すること。 ること。

④ 土壌消毒を行う場合は、小麦ふすまの施用は控え、太陽熱消 （新設）

毒等代替手法を用いること。

（５）堆肥又は培土の施用によってクロピラリドが原因と疑われる生 （５）堆肥及び培土の利用によってクロピラリドが原因と疑われる生

育障害が発生したことを確認した場合は、都道府県に速やかに報 育障害が発生したことを確認した場合は、都道府県に速やかに報

告するとともに、堆肥又は培土の提供者に対し、その旨を伝達す 告するとともに、堆肥及び培土の提供者に対し、その旨を伝達す

ること。 ること。

また、自らの経営において生産した堆肥又は培土の施用により また、自らの経営において生産した堆肥及び培土の利用により

生育障害が発生したことを確認した場合であって、原因となる飼 、生育障害が発生したことを確認した場合であって、原因となる

料が特定された場合は、関係する飼料業者に対してその旨を伝達 飼料が特定された場合は、関係する飼料業者に対してその旨を伝

するとともに、輸入飼料中のクロピラリドの濃度の低減に向けた 達するとともに、輸入飼料中のクロピラリドの濃度の低減に向け

取組の徹底を要請すること。 た取組の徹底を要請すること。

６．都道府県の取組 ６．都道府県の取組

地方農政局等の担当部長は、都道府県に対し、以下の取組を適切 地方農政局等の担当部長は、都道府県に対し、以下の取組を適切

に実施するよう指導を徹底すること。 に実施するよう指導を徹底すること。

（１）園芸作物等の生育障害を軽減するとともに堆肥の流通や使用が （１）園芸作物への被害を軽減するとともに堆肥の流通や使用が円滑

円滑に行われるよう、各地域の堆肥の種類や栽培される作物等や に行われるよう、各地域の堆肥の種類や栽培される作物等や輸入

輸入飼料の利用状況及び家畜の飼養状況を踏まえて、関係者間の 飼料の利用状況及び家畜の飼養状況を踏まえて、関係者間の情報

情報共有の推進及び適切な指導を行うこと。 共有の推進及び適切な指導を行うこと。

特に、トマト等のナス科、スイートピー等のマメ科、キク等の

キク科の作物等、クロピラリドによる生育障害が発生しやすい作

物をポットや施設で栽培する園芸農家・育苗業者等に牛若しくは

馬由来堆肥又はこれらを含む培土が提供されている場合は、当該

園芸農家・育苗業者等から当該堆肥又は培土を提供する者及び当

該堆肥若しくは培土の原料となった牛又は馬の排せつ物を提供す

る者までの間で、２から５までに示すクロピラリドに関する情報



が確実に共有されるよう指導を行うこと。

（２）管内の畜産農家、堆肥製造・販売業者、培土製造・販売業者及 （２）管内の畜産農家、堆肥製造・販売業者、培土製造・販売業者及

び園芸農家・育苗業者等に対し、管内の市町村や農業団体の協力 び園芸農家・育苗業者等に対し、管内の市町村や農業団体の協力

を得ながら、可能な限り多くの手段（リーフレット、農業協同組 を得ながら、可能な限り多くの手段（リーフレット、農協の園芸

合（ＪＡ）の園芸部会・畜産部会、メールマガジン、インターネ 部会・畜産部会、メールマガジン、インターネット等）を用いて

ット等）を用いて、それぞれ１から５までの内容の周知徹底を図 、それぞれ２から５までの内容の周知徹底を図ること。

ること。特に、トマト等のナス科、スイートピー等のマメ科、キ また、関係部局で連携の上、管内の各地域における輸入飼料の

ク等のキク科の作物等、クロピラリドによる生育障害が発生しや 利用状況、家畜の飼養状況及び園芸作物等の生産状況等を踏まえ

すい作物については、生産者が集まるＪＡの生産部会等において て効率的な周知に努めること。

直接説明し、周知・徹底を行うこと。

また、関係部局で連携の上、管内の各地域における輸入飼料の

利用状況、家畜の飼養状況及び園芸作物等の生産状況等を踏まえ

て効率的な周知に努めること。

（３）（略） （３）（略）

（４）クロピラリドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握 （４）クロピラリドが原因と疑われる生育障害が発生したことを把握

した場合は、別紙２の「クロピラリドが原因と疑われる生育障害 した場合は、別紙２の「クロピラリドによることが疑われる生育

発生時対応フロー例」に沿って必要な対応を行うこととし、その 障害発生時対応フロー」に沿って必要な対応を行うこととし、そ

際、特に、以下に留意すること。 の際、特に、以下に留意すること。

①～③（略） ①～③（略）

④ 原因であると疑われる堆肥又は培土の提供元において原料を ④ 原因であると疑われる堆肥及び培土の提供元において原料を

調査するとともに、当該提供元による堆肥又は培土の他の提供 調査するとともに、当該提供元による堆肥及び培土の他の提供

先を特定し、当該堆肥又は培土が原因と疑われる生育障害が発 先を特定し、当該堆肥及び培土により生育障害が発生している

生していることを伝達すること。 ことを伝達する。

⑤ 生物検定の結果によりクロピラリドによる生育障害が確認さ ⑤ 生物検定の結果によりクロピラリドによる生育障害が確認さ

れた時点で、生育障害が広がらないよう堆肥又は培土の提供者 れた時点で、被害が広がらないよう堆肥及び培土の提供者を適

を適切に指導すること。 切に指導すること。

⑥（略） ⑥（略）

（５）（略） （５）（略）

７．（略） ７．（略）



改 正 後 改 正 前

別紙１ 別紙１



（新設）

ナス科 マメ科 キク科 セリ科 ウリ科 その他

特に弱い
もの

トマト
ミニトマト

ダイズ
エダマメ
サヤエンドウ
ソラマメ
スイートピー
クリムゾンクローバー

キク
ヒマワリ
コスモス
アスター

弱いもの
ナス
ピーマン
シシトウ

サヤインゲン

エンダイブ
トレビス
シュンギク
フキ
ヒャクニチソウ

ニンジン

中程度の
もの

バレイショ
タバコ
ペチュニア

ラッカセイ
アズキ
ササゲ
ルピナス

レタス類
ゴボウ
マリーゴールド

ベニバナ
オステオスペルマム

セルリー
パセリ
イタリアンパセリ

ミツバ

キュウリ
メロン
トウガン
ニガウリ
スイカ

ソバ
オクラ
モロヘイヤ
ツルムラサキ
ヒユナ

強いもの

アブラナ科
ユリ科
アカザ科
シソ科
ナデシコ科
ヒルガオ科
バラ科

特に強い
もの

イネ科

クロピラリドによる⽣育障害の発⽣
のしやすさは作物ごとに異なります

 試験により、以下の作物のクロピラリドに対する感受性が確認されています。
 最も感受性の⾼い作物は、主にナス科、マメ科、キク科に属します。⼀⽅、イネ科（⻨・牧

草・トウモロコシ等）、アブラナ科（キャベツ、ブロッコリー、ハクサイ等）、果樹類等に
は、通常の堆肥施⽤量であれば影響しません。

 わが国ではこれまでに、「特に弱いもの」「弱いもの」「中程度のもの」に属する作物にお
いて、クロピラリドによると疑われる⽣育障害の発⽣の報告例があります。

・表に記した試験を⾏った作物のほかに、トウガラシ（ナス科）、ガーベラ、メランポジウム（と
もにキク科）でも⽣育障害の報告例があり、注意が必要です。
・各作物種の耐性評価は品種により変動する場合があります。
＊レタス類：結球レタス、サニーレタス、グリーンリーフ、ロメインレタス、チマサンチュ、サラダ菜、ステムレタス

参照：「飼料及び堆肥に残留する除草剤の簡易判定法と被害軽減対策マニュアル」（（独）農業・⾷品産業技術総合研究機構畜産草地研
究所）および「農林⽔産業・⾷品産業科学技術研究推進事業 研究紹介2018 作物被害低減のためのクロピラリド動態解明」



改 正 後 改 正 前

別紙２ 別紙２

被 害 農 家 か ら の 第 一 報

生育障害

• 障害が発生した時期・作物名・場所(市町村名)
• 被害農家数・堆肥施用量
• 障害の状況・クロピラリドであると判断した理由
• 堆肥提供元の特定
• 堆肥受入時の情報提供の有無

• 使用前の生物検定の実施の有無

堆肥提供元
畜産農家

堆肥製造業者

作

物

・

肥

料

担

当

部

局

被害農家に関する調査

堆肥製造
• 堆肥の原料・生産方法
• 家畜排せつ物提供元（畜産農家）の特定
• 堆肥提供先の特定
• 堆肥提供時の情報提供の有無

• 提供前の生物検定の実施の有無

生物検定

陽性

陰性

• 堆肥提供先への情報提供
• 被害が拡がらないよう堆肥製造業者を指導

• 堆肥のクロピラリド残留分析

• 飼料のクロピラリド残留分析

畜産農家に関する調査

堆肥製造業者に関する調査

輸入粗飼料の提供

• 輸入粗飼料は使用されていたか
• 粗飼料購入元・輸入業者
• 粗飼料の種類・生産国・給与量
• 飼料給与前の生物検定の実施の有無

家畜排せつ物の提供
• 家畜排せつ物提供先の特定
• 家畜排せつ物提供時の情報提供の有無

堆肥製造（堆肥を製造している場合）
• 堆肥の原料・生産方法
• 堆肥提供先の特定
• 堆肥提供時の情報提供の有無
• 提供前の生物検定の実施の有無

畜

産

担

当

部

局

• 堆肥のクロピラリド残留分析

• 飼料のクロピラリド残留分析

生物検定

陽性

陰性

• 家畜排せつ物（堆肥）の提供先への情報提供
• 被害が拡がらないよう畜産農家（堆肥製造業者）を指導

クロピラリドによることが疑われる生育障害発生時対応フロー

• 飼料輸入業者に取組の徹底を要請するよう畜産農家を指導

※ このフローは⼀例であり、実際の対応については、各都道府県の実情によってより確実・迅速に対応可能な場合、適宜変更されうる。

再発防⽌策の
実施

再発防⽌策の
実施

再発防⽌策の検討 必要に応じ協⼒

必要に応じ
指導・助⾔再発防⽌策の報告（別紙３－３）

再発防⽌策の指導 必要に応じ協⼒

⽣物検定の
結果について

堆肥等提供元へ
情報提供

堆肥等提供元
への連絡確認

⽣育障害発⽣の原因検討

必要に応じ協⼒

⽣育障害の発⽣及び対応について
農林⽔産省に報告

必要に応じ
指導・助⾔

結果について
了解

⽣物検定の
結果を報告

⽣物検定の結果について
農林⽔産省に報告（別紙３－２）

必要に応じ
指導・助⾔

堆肥等提供元に対し
他提供先に

注意喚起を⾏う旨
了解を得る

他提供先に
注意喚起を
⾏う旨了解

状況確認及び
注意喚起への

協⼒

他提供先の
状況確認及び

注意喚起

注意喚起への
協⼒

堆肥等提供元へ
の連絡

情報提供 情報収集

他提供先への
情報提供の
必要性検討

内容確認

⽣育障害軽減策
の実施

⽣育障害軽減策
の指導

園芸農家等
への連絡情報提供 情報収集

圃場確認・
情報収集

⽣育障害発⽣
の連絡

発⽣拡⼤未然防⽌に必要な対応の検討

農林⽔産省へ報告（別紙３－１）

⽣物検定開始

クロピラリドが原因と疑われる⽣育障害発⽣時対応フロー例

堆肥・培⼟提供元 園芸農家・育苗業者
都道府県

農林⽔産省
普及指導C・試験研究機関等 作物・肥料担当課 畜産担当課

発⽣拡⼤未然防⽌対応

再発防⽌対応

⽣育障害対応 クロピラリドによる⽣育障害の特徴が⾒られた場合、作物・品種の種類、堆肥・培⼟の施⽤

⽅法、堆肥の種類、堆肥供給元に関する情報等を聞き取り、⽣物検定を⾏うための堆肥サン

プルを確保する。

「クロピラリドが原因と疑われる⽣

育障害事例報告書」様式に基づき、

⽣育障害が発⽣した園芸農家から、

必要な情報収集を⾏う。
「クロピラリドが原因と疑われる⽣育障害

事例報告書」様式に基づき、⽣育障害が発

⽣した園芸農家の堆肥・培⼟供給元から、

堆肥提供先に関する情報等、発⽣拡⼤防⽌

に必要な情報収集を⾏う。

堆肥提供先に感受性の⾼い作物を栽培している農業者等がい

た場合、⼜はいる可能性がある場合は、発⽣拡⼤防⽌のため、

他提供先の状況を確認し、注意喚起を⾏う。

⽣育障害発⽣

連絡



改 正 後 改 正 前

別紙３ 別紙３
 
 

クロピラリドによることが疑われる生育障害事例報告書 
 
都道府県名：○○県  事例番号：○件（総数 ○件のうち） 
（注１．発生が複数地域ある場合、本調査票を複製し、地域毎に報告すること） 
（注２．国への報告については、調査結果を待たず、クロピラリドが原因と疑われる生育障害の発生を把握した 

段階において、速やかにお願いします。） 
  
 
 
 
 
１．生育障害の概要 
（１）事例発生時期：（記載例：農家からの被害届け：平成○年○月○日、 
               普及指導センターによる確認：○月○日） 
（２）作物名：○○、△△ 
（３）発生市町村：     発生地区： 
（４）被害農家数： 
（５）生育障害の状況とクロピラリドによるものと疑われる理由： 
    （可能な範囲で経営面での被害規模も記入） 
（６）堆肥の施用量： ○トン／１０a 
（７）堆肥の提供元：（堆肥センター、自家製、近隣の畜産農家から 等） 
  ※ 堆肥センターを選んだ場合は「２．堆肥製造に関する情報」へ  
  ※ 近隣畜産農家からを選んだ場合は「３．畜産農家に関する情報」へ 
（８）堆肥受入時の情報提供：有・無 
（９）使用前の生物検定の実施：有・無 
 
２．堆肥製造に関する情報 
（１）名称 
（２）所在地 都道府県：     市町村： 
（３）堆肥の原料：（畜種、家畜排せつ物以外の原料） 
（４）堆肥化処理の方法：（堆肥化期間、処理方式、昇温管理等を記述） 
（５）原料提供元（畜産農家）の特定： 
    ①特定可能（農家戸数 戸） ②特定不可能 
     ※ ①を選んだ場合は「３.畜産農家に関する情報」へ 
（６）堆肥提供先： 
（７）家畜排せつ物受入時の情報提供の有無：有・無 
（８）堆肥提供時の情報提供：有・無 
（９）提供前の生物検定の実施：有・無 
 

（記入担当者） 
所属：○○部 ○○課        氏名： 
電話番号：                E-mail： 

（別紙３－１）

報告年⽉⽇：○年○⽉○⽇

都道
府県

所属 担当
電話
番号

事例
発⽣

年⽉⽇
市町村 作物名 品種

栽培
条件

⽣育障害の状況

クロピラリド
によるもの
と疑われる

理由

堆肥
・

培⼟

堆肥の提供
元畜種

 /

上でその他
を選択した
場合、右欄
に詳細を記
載すること

上でその他
を選択した
場合、右欄
に詳細を記
載すること

※１ 発⽣が複数地域ある場合、本調査票を複製し、地域ごとに報告すること。
※２ 作物及び栽培条件ごとに報告すること。

相談のあった園芸農家・育苗業者に関する情報

発⽣拡⼤未然防⽌
のための⽅針

事例
番号

/
総数○件
のうち

クロピラリドが原因と疑われる⽣育障害の発⽣を把握した段階での報告

都道府県担当者



３．畜産農家に関する情報   
（１）所在地 都道府県：     市町村： 
（２）輸入粗飼料は使用されていたか 
   ①使用されていた（平均的な給与量  kg／頭・日） 
   ②使用されていなかった 
   ③不明 
（３）輸入粗飼料を使用していた場合、輸入粗飼料の上位３種類について、購入元、輸入業者、粗

飼料の種類、生産国及び平均的な給与量を記入願います。 

記入注意：「平均的な給与量」については、当該農家（単独又は複数）で飼養する牛全体での 
       平均的な給与量について記入願います。 
 
（４）家畜排せつ物提供先の特定 
（５）輸入粗飼料購入時の情報提供の有無：有・無 
（６）家畜排せつ物提供時の情報提供：有・無 
（７）輸入粗飼料給与前の生物検定の実施：有・無 
 
（畜産農家が自ら当該堆肥を製造している場合） 
（８）堆肥の原料：（畜種、家畜排せつ物以外の原料） 
（９）堆肥化処理の方法：（堆肥化期間、処理方式、昇温管理等を記述） 
（10）堆肥提供先： 
（11）堆肥提供時の情報提供：有・無 
（12）提供前の生物検定の実施：有・無 
 
４．障害事例発生後の生物検定・残留分析の実施 
（１）生物検定の実施  堆肥（有・無）   結果（     ） 
            飼料（有・無）  結果（     ） 
（２）クロピラリド残留分析の実施  堆肥（有・無）  結果（     ） 
                  飼料（有・無）  結果（     ） 
 
５．その他 
  （必要に応じて、写真等の資料を添付して下さい。）     
 
６．本報告による発生事例については、クロピラリド被害の拡大を防ぐ観点から、 県名と品目等

について、できるだけ速やかに他の都道府県へ情報提供することを原則とするが、不可とする場合

の理由  
 （記載例）・・・・・なので、県名を伏せるのであれば可能。 

購入元 輸入業者 粗飼料の種類 生 産 国 
平均的な給与量 
  （Kg／頭・日） 

     
     

（別紙３－２）

報告年⽉⽇：○年○⽉○⽇

※１購⼊培⼟が原因で発⽣した場合のみ記載すること

堆肥提供元に関する情報 堆肥化処理
の⽅法（堆
肥化期間、
処理⽅式、
昇温管理等
について）

堆肥
提供前
⽣物
検定

実施の
有無

堆肥
提供時
の情報
共有の
有無

提供先の⽣産
品⽬（可能な限
り栽培条件も記

⼊）

提供先が
属する

都道府県

提供先
の数

提供先
の区分

⽣産堆肥の提供先に関する情報 堆肥の
原料（家
畜排せつ
物以外を
含む）

家畜排せつ物提供
元に関する情報

⼾数
属する

都道府県

○ｔ/年間

堆肥提供元
（畜産農

家、堆肥製
造業者等）

の数

提供元が
属する

都道府県

畜産農
家・堆肥
製造業者
の区分

肥料取
締法

の届出

堆肥の
⽣産量

培⼟製造・販売業者※１ ⾃ら堆肥を製造する畜産農家、堆肥製造・販売業者

ほ場：10a
あたり
ポット：混
和割合

⽣育障害発
⽣⾯積/経営
⾯積

⽣物検定の結果が出た段階での報告

園芸農家・育苗業者

堆肥・
培⼟

提供元の
区分

堆肥・
培⼟

提供元
が

属する
都道
府県

堆肥・
培⼟

提供元
からの
情報
提供

の有無

堆肥・培⼟
の

施⽤量

⽣育障害の
発⽣規模

堆肥・
培⼟

使⽤前
の⽣物
検定
実施

の有無

発⽣時
クロピ
ラリド
認知
状況

⽣育障害発⽣に影響を及ぼしたと
考えられる事項

堆肥と
⼟壌の
混和が
⾜りな
かった

堆肥・
培⼟

提供元
を変更
した

栽培⽅
法を変
更した

堆肥を
置いて
いた箇
所のみ
で発⽣

その他

⽣育障害の状況
（可能な範囲で詳細
に記⼊すること。写
真を別添すること）

⽣育障害発⽣
後に講じた

⽣育障害軽減策
の内容

結果

⽣育障害軽減策について

※２

※３「家畜の種類及び⽤途」欄には、家畜の種類（⽜、⾺、豚、鶏）とともに、⽤途（乳⽤、⾁⽤（繁殖、肥育、⼀貫）等）を記載すること。

※４本報告による発⽣事例については、クロピラリドによることが疑われる⽣育障害発⽣の拡⼤を防ぐ観点から、県名と品⽬等について、でき
るだけ速やかに他の都道府県へ情報提供することを原則とする。

畜産農家※２

粗飼料の
種類（草種
及び形態）

購⼊元 製造業者
濃厚飼料の

種類

結果
（ppm）

属する
都道府

県

⾃給粗
飼料の
使⽤の
有無

平均的な
給与量
（Kg/

頭・⽇）

購⼊元
からの
情報共
有の
有無

使⽤した主な配合飼料等の濃厚飼料について

備考
（園芸農家等における⼟壌消毒時のふすま使⽤の有無、畜

産農家における飼料購⼊元の変更の有無
⼜は堆肥製造時の戻し堆肥使⽤の有無等）

家畜の
種類及び⽤途※３ 購⼊元 輸⼊業者

使⽤した主な輸⼊粗飼料について

⽣産国

購⼊元
からの
情報共
有の
有無

平均的な
給与量
（Kg/

頭・⽇）

（記載例）・・・なので、県名を伏せるのであれば
可能。

本事例について、他の都道府県に対する
情報提供不可とする場合、その理由※４

複数の畜産農家から家畜排せつ物を受け⼊れ堆肥化している場合は、可能な限りそれぞれの畜産農家に対し聞き取りを⾏い、「畜産農家」
の欄を複製し、畜産農家毎に調査結果を記載すること。

結果
実施の
有無

実施の
有無

都道府県による
堆肥・培⼟の

⽣物検定

都道府県による
堆肥の残留濃度分析



この通知は平成30年７月20日から施行する。

（別紙３－３）

報告年⽉⽇：○年○⽉○⽇

再発防⽌策

再発防⽌に向けた報告事項

クロピラリドによる⽣育障害が発⽣した原因と考えられる事項


